別記様式第２号（第３条第１項関係）
空家等に関する情報提供書
　年　　月　　日　
　
豊頃町長　　　　　　様

　
住　　所　　　　　　　　　　　　　
　氏　　名　　

　電話番号　　　　（　　　）　　　　

　豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号。）第３条の規定により、次のとおり空家等に関する情報を提供します
１　空家等の所有者等の情報

	住　所
	

	氏　名
	
	電話番号
	　　（　　　）

	区　分
	所有者・占有者・相続人・財産管理人・その他（　　　　　　）


	所在地
	

	建築年
	

	空家等の状態
	空家に（なった・なる予定の）時期
	　　　年　　月頃

	
	


２　空家等に関する情報

・　分かる範囲で、できるだけ詳しく記入してください。

· 　空家等の位置がわかる地図、略図等があれば添付してください。
別記様式第４号（第４条第１項関係）
豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様
　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
空家等への立入調査実施通知書
　あなたが所有等となっている空家等について、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり空家等の立入調査を実施するので通知します。
記
１　立入調査の対象となる空家等
　　所在地　　豊頃町
　　用　途
　　所有者

２　立入調査の日時　　　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時から
　
３　立入調査の趣旨及び内容
　
４　立入調査の責任者
５　所有者等の立会い等
　　この立入調査を実施するに当り、所有者等の立会いをお願いしたいので、上記４に示す者までご連絡ください。なお、所有者等の立会いがない場合でも立入調査は実施します。

６　その他

・　この立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した場合は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）法第１６条第２項の規定により、２０万円以下の過料に処せられます。
別記様式第５号（第４条第２項関係）
（表面）

	　　空家等の立入調査員証

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号
職・氏名

　上記の者は、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）第８条第２項の規定に基づく立入調査の権限を有する者であることを証明する。

年　月　日発行（　　　年　月　日まで有効）

　　　　　　　　　　　　　豊頃町長　　　　　　　　　　印


	豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）（抜粋）
　（立入調査等）

第８条　（略）
２　町長は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法という。」）第９条第２項の規定により、法第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。
３　町長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入らせようとするときは、法第９条第３項の規定により、その５日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。
４　第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。
５　法第９条第５項の規定により、第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。


（裏面）

別記様式第６号（第５条第７項関係）
豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金交付申請書
年　　月　　日　
　
豊頃町長　　　　　　様

　
住　　所　　　　　　　　　　　　　
　氏　　名　　

　電話番号　　　　（　　　）　　　　

　豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金について、下記のとおり補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
	解体撤去対象物
	所在地　　豊頃町

	
	用途　　□住居　□倉庫　□車庫　□その他（　　　　）

	
	面積　　　　　　　㎡　
	構造

	
	建築年　　　　　　年　　月（　頃　・　以前　）

	所　　有　　者

※申請者と違う場合のみ
	住所　　　　　　　　

	
	氏名
	申請者との関係

	工事着工予定日
	　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	工事完了予定日
	　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	補助金等の
対象経費
	　　　　　　　　　　　　円

	補助金等の
交付申請額
	金　　　　　　　　　　　円

	解体撤去業者名
	名称　　　　　　　　　　　
	電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	住所

	申請者同意事項
	　申請内容の確認に際して、貴町が必要であると認めた場合は、私の住民基本台帳状況及びその他補助制度の利用状況について、関係当局に照会及び回答を求めることに同意し、「豊頃町空家等対策の推進に関する条例」の趣旨を理解し関係法令を遵守します。また、解体及び撤去に関する一切の責任が私にあり、紛争がある際はすべて私が解決します。
署名（自署）　　　　　　　　　

	添　付　書　類
	□ 当該特定空家等の位置図

	
	□ 工事見積書

	
	□ 工事着手前の現況写真及び予定箇所の写真

	
	□ 登記事項証明書又は固定資産税課税台帳記載事項の証明書

	
	□ 委任状

	
	□ 同意書（当該特定空家等所有者・当該土地所有者）

	
	□ その他町長が認める書類（　　　　　　　　　　　　　　　）

	跡地利用計画
	


別記様式第７号（第５条第８項関係）
豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金交付決定通知書
　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった　　年度豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金については、下記のとおり交付することに決定したので通知します。
記
１　補助事業等の名称　　　豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金
２　交付決定の内容　　　　特定空家等解体撤去工事補助
３　交付決定額　　　　　　金　　　　　　　　　　円
４　認定条件
　（１）別紙「補助金等交付指令書」記載の項目のとおりです。
　（２）本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等にあたっては、関係法令並びに豊頃町補助金等交付規則及び豊頃町空家等対策の推進に関する条例施行規則の規定を遵守してください。
別記様式第８号（第５条第８項関係）
豊　　第　　　　号　

　年　月　日　

　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　

　
豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金不交付決定通知書
　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金については、下記のとおり交付しないことを決定したので通知します。
記
１　補助事業等の名称　　　豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金
２　不交付決定内容　　　　特定空家等解体撤去工事補助
３　不交付決定理由
	


別記様式第９号（第５条第１０項関係）
豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金実績報告書
年　　月　　日　
　豊頃町長　　　　　　様
　住　　所　　　　　　　　　　　　　

　氏　　名　　

　電話番号　　　　（　　　）　　　　

　 　年 　　月 　　日付け豊頃町指令第　　号で交付決定のあった豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金について、事業を実施したので、豊頃町空家等対策の推進に関する条例施行規則第５条第１０項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
	解体撤去対象物
	所在地　　豊頃町

	工事着工日
	　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	工事完了日
	　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	解体撤去工事等
に要した経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	添付書類
	□ 支出証拠書類

	
	□ 解体及び撤去に係る契約書の写し

	
	□ 廃棄物処理に関する処分証明書書類

	
	□ 工事完了写真

	
	□ 補助金口座振込依頼書

	
	□ その他町長が認める書類


別記様式第１０号（第５条第１１項関係）
豊　　第　　　　号　

　年　月　日　

　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　

　
豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金確定通知書
　　年　　月　　日付けで実績報告のあった豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金については、下記のとおり補助金の額を確定したので通知します。
記
１　補助事業等の名称　　　豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金
２　交付決定内容　　　　　特定空家等解体撤去工事補助
３　交付確定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円
別記様式第１１号（第５条第１２項関係）
年　　月　　日　
　
豊頃町長　　　　　　様

　
住　　所　　　　　　　　　　　　　
　氏　　名　　

　電話番号　　　　（　　　）　　　　

豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金交付請求書
　　年　　月　　日付け第　　号で確定通知のあった豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金について、豊頃町空家等対策の推進に関する条例施行規則第５条第１２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。
記
	補助事業等の名称
	　豊頃町特定空家等解体撤去事業補助金

	請　求　額
	　金　　　　　　　　　　　　　　円


別記様式第１２号（第６条第３項関係）
年　　月　　日　
　
豊頃町長　　　　　　様

　
住　　所　　　　　　　　　　　　　
　氏　　名　　

　電話番号　　　　（　　　）　　　　

土地・建物等寄附申出書
豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）第１４条第１項の規定により、下記の建物及び土地等について、豊頃町へ寄付の申出をいたします。
記
１　土地の表示

２　建物等の表示

３　寄附申出の理由
別記様式第１３号（第６条第４項関係）
豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
寄附受諾決定通知書
年  月  日付けで土地・建物等寄附申出書の提出がありました下記の物件につきましては、寄附を受けて特定空家等を除去することを決定しましたので通知します。
つきましては、下記の関係書類を提出願います。
記
１　土地の表示

２　建物等の表示
３　提出していただく関係書類

　　（１）登記原因証明情報兼登記承諾書
（２）動産の所有権放棄にかかる契約書
（３）印鑑登録証明書

（４）その他（　　　　　　　　　　）

４　提出先

５　提出期限

６　その他
別記様式第１４号（第６条第４項関係）
豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
選定外通知書
年   月   日付けで土地・建物等寄附申出書の提出がありました下記の物件につきましては、関係書類等を精査した結果、下記の理由により寄附を受けることができませんので通知します。
記
１　土地の表示

２　建物の表示

３　理　　由
　　
別記様式第１５号（第６条第５項関係）
登記原因証明情報兼登記承諾書
１　登記申請情報の要項
（１）登記の目的　　　所有権移転
（２）登記の原因　　　　　年　　月　　日　寄附
（３）当　事　者　　　義務者（甲）　
　　　　　　　　　　　　権利者（乙）　中川郡豊頃町茂岩本町１２５番地
　　　　　　　　　　　　   　　　　　 豊頃町長　
（４）不　動　産
      不動産番号　　
所　　　在　　中川郡豊頃町
　　　地　　　番　　
　　　　地　　　目　
　　　　地　　　積　　
（建物の表示）
　不動産番号　　
所　　　在　　中川郡豊頃町
　　　　家屋番号　
　　　　種類　　
　　　　構造　　
　　　　床面積　　
　　　　　　　　　

　
２　登記の原因となる事実または法律行為
　（１）甲は、乙に対し、　　年　　月　　日、本件不動産を寄附した。
　（２）よって、本件不動産の所有権は、同日、甲から乙に移転した。
　　　　年　　月　　日　　　釧路地方法務局　帯広支局　御中
上記の登記原因のとおり相違なく、かつ、所有権移転登記をすることを承諾します。
義務者（甲）　
権利者（乙）　中川郡豊頃町茂岩本町１２５番地
　　　　　　　　　　　　   　　　　　 豊頃町長　　 
別記様式第１６号（第６条第５項関係）

年　　月　　日　
　
豊頃町長　　　　　　様

　
住　　所　　　　　　　　　　　　　
　氏　　名　　

　電話番号　　　　（　　　）　　　　

契約書

　下記所在の土地及び建物内にある全ての動産については、私が所有するもの以外は無いことを確認しました。
　これらの動産について、豊頃町が処分しても一切異議申し立てを行いません。

記

１　土地の表示

２　建物の表示

別記様式第１７号（第７条関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
特定空家等に関する指導書

　あなたが所有等となっている下記の空家等については、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号。以下「条例」という。）第２条第２号に定める「特定空家等」に該当すると認められ、周辺の生活環境に悪影響を及ぼしておりますので、下記のとおり管理方法の改善等の必要な措置を速やかに講ずるよう、条例第１５条の規定により次のとおり指導します。

記
１　対象となる特定空家等
２　指導に係る措置の内容※１
３　指導に至った事由※２
４　指導の責任者
　

・ 上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４に示す者まで報告をしてください。

・ 当該特定空家等の状態が改善されないと認められるときは、条例第１６条の規定に基づき勧告、当該措置をとることを勧告することがあります。なお、勧告することにより、上記１に係る敷地が、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４９条の３の２の規定に基づき、住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例の適用を受けている場合にあっては、当該敷地について、当該特例の対象から除外されることを申し添えます。


別記様式第１８号（第８条関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
特定空家等に関する勧告書

　あなたが所有等となっている下記の空家等は、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号。以下「条例」という。）第２条第２号に定める「特定空家等」に該当すると認められたため、あなたに対して対策を講じるように指導してきたところでありますが、現在に至っても改善がなされていません。

つきましては、下記のとおり速やかに周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう、条例第１６条の規定に基づき勧告します。
記
１　対象となる特定空家等
２　勧告に係る措置の内容※１
３　勧告に至った事由※２
４　勧告の責任者
　

５　措置の期限　 　　　年　　月　　日

・ 上記５の期限までに上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４に示す者まで報告をしてください。

・ 上記５の期限までに正当な理由がなくて上記２に示す措置を取らなかった場合は、条例第１７条第１項の規定に基づき、当該措置をとることを命ずることがあります。

・ 上記１に係る敷地が、地方税法第３４９条の３の２の規定に基づき、住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例の適用を受けている場合にあっては、本勧告により、当該敷地について、当該特例の対象から除外されることとなります。


別記様式第１９号（第９条第１項関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
特定空家等に関する命令書

　あなたが所有等となっている下記の空家等は、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号。以下「条例」という。）第２条第２号に定める「特定空家等」に該当すると認められたため、　　　年　　月　　日付け豊　　第　　　　号により条例第１７条第２項の規定に基づく命令を行う旨事前に通知しましたが、現在に至っても通知に沿った措置が講じられていないとともに当該通知に示した意見書等の提出期限までに意見書等の提出がありませんでした。

つきましては、下記のとおり措置をとることを命令します。
記
１　対象となる特定空家等
２　命ずる措置の内容※１
３　命ずるに至った事由※２
４　命令の責任者
　

５　措置の期限　 　　　年　　月　　日

・ 上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４に示す者まで報告をしてください。

・ 本命令に違反した場合は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第１６条第１項の規定に基づき、５０万円以下の過料に処せられます。

・ 上記５の期限までに上記２の措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同期限までに完了する見込みがないときは、条例第１８条の規定に基づき、当該措置について行政代執行の手続きに移行することがあります。

・ この処分について不服がある場合は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条、第４条第１号及び第１８条第１項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に豊頃町長に対し審査請求をすることができます。

・ この処分の取り消しを求める訴えをする場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第３条第２項及び第１４条第１項により、この処分があったこと知った日の翌日から起算して６月以内に豊頃町長を被告として釧路地方裁判所に起訴することができます。

別記様式第２０号（第９条第２項関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
特定空家等に関する命令に係る事前の通知書

　あなたが所有等となっている下記の空家等は、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号。以下「条例」という。）第２条第２号に定める「特定空家等」に該当すると認められたため、　　　年　　月　　日付け豊　　第　　　　号により必要な措置をとるよう勧告を行ったところですが、現在に至っても勧告に沿った措置が講じられていません。

このまま措置が講じられない場合には、条例第１７条第１項の規定に基づき、下記のとおり当該措置をとることを命令することとなりますので通知します。

なお、あなたは条例第１７条第２項の規定に基づき、本件に関し意見書及び自己に有利な証拠を提出することができるとともに、条例第１７条第３項の規定に基づき、本通知の交付を受けた日から５日以内に、豊頃町長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる旨、申し添えます。
記
１　対象となる特定空家等
２　命じようとする措置の内容※１
３　命ずるに至った事由※２
４　意見書の提出及び公開による意見の聴取の請求先
　

５　意見書の提出期限　 　　　年　　月　　日

・ 上記２に示す措置を実施した場合は、遅滞なく上記４に示す者まで報告をしてください。

別記様式第２１号（第９条第３項関係）
　年　　月　　日　
　
豊頃町長　　　　　　様

　
住　　所　　　　　　　　　　　　　
　氏　　名　　

　電話番号　　　　（　　　）　　　　

特定空家等に関する意見書
　　　　年　　月　　日付け豊　第　　　号の特定空家等に関する命令に係る事前の通知書について、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）第１７条第２項の規定により、次のとおり意見を述べます。

記
１　空家等の所在
２　勧告された措置についての意見

３　証拠書類の提出　　（ 有 ・ 無 ）
　

・ 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載し添付してください。

・ 証拠書類等を提出するときは、添付してください。

別記様式第２２号（第９条第４項関係）
　年　　月　　日　
　
豊頃町長　　　　　　様

　
住　　所　　　　　　　　　　　　　
　氏　　名　　

　電話番号　　　　（　　　）　　　　

特定空家等に関する公開意見聴取請求書
　　　　年　　月　　日付け豊　第　　　号の特定空家等に関する命令に係る事前の通知書を受領しましたが、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）第１７条第３項の規定により、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を請求します。

別記様式第２３号（第９条第５項関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
特定空家等に関する公開意見聴取通知書

　　　年　　月　　日付けで請求のあった意見の聴取について下記のとおり実施しますので、豊頃町空家等対策の推進に関する条例第１７条第５項の規定により通知します。
記
１　対象となる特定空家等
２　命じようとする措置の内容
３　意見の聴取の日時
４　意見の聴取の場所
　

別記様式第２４号（第９条第６項関係）
特定空家等に関する命令標識

　下記の特定空家等の所有者等は、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号。）第１７条第１項の規定に基づき措置することを、　　　年　　月　　日付け豊　第　　　号により命ぜられています。

記
１　対象となる特定空家等
２　措置の内容※１
３　命ずるに至った事由※２
４　命令の責任者
　　

５　措置の期限　 　　　年　　月　　日
　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　豊頃町長　　　　　　㊞


別記様式第２５号（第１０条第１項関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
特定空家等に関する戒告書

　あなたに対し　　　　年　　月　　日付け豊　第　　　号によりあなたが所有者等となっている下記の特定空家等について、（除却）※を行うよう命じました。

この命令を　　　　年　　月　　日までに履行しないときは、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）第１８条の規定に基づき、下記特定空家等の（除却）※を豊頃町が執行しますので、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）第３条第１項の規定によりその旨戒告します。

なお、代執行に要するすべての費用は、行政代執行法第５条の規定に基づきあなたから徴収します。また、代執行によりその物件及びその他の資材について損害が生じても、その責任は負わないことを申し添えます。
記
特定空家等

　（１）所在地

　（２）用　途

　（３）構　造

　（４）規　模　　建築面積

　　　　　　　　　延べ床面積

　（５）所有者の住所及び氏名

・ この処分について不服がある場合は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条、第４条第１号及び第１８条第１項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に豊頃町長に対し審査請求をすることができます。

・ この処分の取り消しを求める訴えをする場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第３条第２項及び第１４条第１項により、この処分があったこと知った日の翌日から起算して６月以内に豊頃町長を被告として釧路地方裁判所に起訴することができます。
　

別記様式第２６号（第１０条第２項関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
特定空家等に関する代執行令書

　　　　　年　　月　　日付け豊　第　　　号によりあなたが所有者等となっている下記の特定空家等を　　　　年　　月　　日までに（除却）※するよう戒告しましたが、指定の期日までに義務が履行されませんでしたので、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）第１８条の規定に基づき、下記のとおり代執行を行いますので、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）第３条第２項の規定により通知します。

　また、代執行に要するすべての費用は、行政代執行法第５条の規定に基づきあなたから徴収します。また、代執行によりその物件及びその他の資材について損害が生じても、その責任は負わないことを申し添えます。

　
記　
１　（除却）※する物件

２　代執行の時期

　　　　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで

３　執行責任者

４　代執行に要する費用の概算見積額

・ この処分について不服がある場合は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条、第４条第１号及び第１８条第１項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に豊頃町長に対し審査請求をすることができます。

・ この処分の取り消しを求める訴えをする場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第３条第２項及び第１４条第１項により、この処分があったこと知った日の翌日から起算して６月以内に豊頃町長を被告として釧路地方裁判所に起訴することができます。


別記様式第２７号（第１０条第３項関係）
（表面）

	特定空家等に関する執行責任者証
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号

職・氏名

　上記の者は、下記の行政代執行の執行責任者であることを証する。
年　月　日発行（　　　年　月　日まで有効）

　　　　　　　　　　　　　　　　　豊頃町長　　　　　　　　印

記
１　代執行をなすべき事項
特定空家等に関する代執行令書（　年　月　日付け豊　第　号）記載

の豊頃町　　　　番地　）の建築物の除却

２　代執行をなすべき時期
　　　　　年　月　日から　　　年　月　日までの間


　　　　　　　　　　　　　
（裏面）

	豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）（抜粋）
第１８条　町長は、前条第１項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがないときは、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第１４条第９項の規定により、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第３者をしてこれをさせることができる。
行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）（抜粋）
第４条　代執行のために現場に派遣される執行責任者は、その者が施行責任者たる本人であることを示すべき証票を携帯し、要求があるときは、何時でもこれを提示しなければならない。


別記様式第２８号（第１０条第４項関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
特定空家等に関する代執行費用納付命令書
　　　　　年　　月　　日付け豊　第　　号において通知した代執行を　年　　月　　日に行ったので、下記のとおり当該代執行に要した費用を納付するよう行政代執行法第５条の規定により命令します。
記
１　所有者等

　　

２　特定空家等
　
３　代執行費用
　

４　代執行費用内訳

５　納付期限

　　

・ この処分について不服がある場合は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条、第４条第１号及び第１８条第１項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に豊頃町長に対し審査請求をすることができます。

・ この処分の取り消しを求める訴えをする場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第３条第２項及び第１４条第１項により、この処分があったこと知った日の翌日から起算して６月以内に豊頃町長を被告として釧路地方裁判所に起訴することができます。
別記様式第２９号（第１０条第５項関係）
（表面）

	特定空家等に関する代執行費用徴収職員証
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号

職・氏名

　上記の者は、特定空家等に関する代執行費用徴収職員であることを証する。
年　月　日発行（　　　年　月　日まで有効）

　　　　　　　　　　　　　　　　　豊頃町長　　　　　　　　印

	行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）（抜粋）
第６条　代執行に要した費用は、国税滞納処分の例により、これを徴収することができる。

国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）（抜粋）

第１４１条　徴収職員は、滞納処分のため滞納者の財産を調査する必要があるときは、その必要と認められる範囲内において、次に掲げる者に質問し、又はその者の財産に関する帳簿書類(その作成又は保存に代えて電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。)の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。第１４６条の２及び第１８８条第２号において同じ。)を検査することができる。
（１）滞納者

（２）滞納者の財産を占有する第三者及びこれを占有していると認めるに足りる相当の理由がある第三者

（３）滞納者に対し債権若しくは債務があり、又は滞納者から財産を取得したと認めるに足りる相当の理由がある者
第１４２条　徴収職員は、滞納処分のため必要があるときは、滞納者の物又は住居その他の場所につき操作することができる。
第１４７条　徴収職員は、この款の規定により質問、検査又は捜索をするときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があつたときは、これを呈示しなければならない。
２　この款の規定による質問、検査又は捜索の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。


　　　　　　　　　　　　　（裏面）

別記様式第３０号（第１１条第１項関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
特定空家等に関する応急措置実施通知書

　あなたが所有等となっている下記の空家等については、豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号。以下「条例」という。）第２条第２号に定める「特定空家等」に該当すると認められたため、緊急時の対応として必要な最小限度の措置を講じますので通知します。

なお、措置に要するすべての費用は、条例第２０条第２項の規定に基づき、あなたに請求することがあります。

また、緊急安全措置によりその物件及びその他の資材について損害が生じても、その責任は負わないことを申し添えます。

記

１　対象となる特定空家等
２　緊急安全措置の内容※１
３　緊急安全措置に至った事由※２
４　緊急安全措置の時期　　　　年　　月　　日

５　緊急安全措置執行責任者

６　緊急安全措置に要する費用の概算見積額
　

・ この処分について不服がある場合は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条、第４条第１号及び第１８条第１項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に豊頃町長に対し審査請求をすることができます。

・ この処分の取り消しを求める訴えをする場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第３条第２項及び第１４条第１項により、この処分があったこと知った日の翌日から起算して６月以内に豊頃町長を被告として釧路地方裁判所に起訴することができます。

別記様式第３１号（第１１条第２項関係）
（表面）

	空家等に関する緊急安全措置執行責任者証
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号

職・氏名

　上記の者は、空家等に関する緊急安全措置執行責任者であることを証する。
年　月　日発行（　　　年　月　日まで有効）

　　　　　　　　　　　　　　　　　豊頃町長　　　　　　　　印




　　　　　　　　　　　　　
（裏面）

	豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号）（抜粋）
第２０条　町長は、空家等の急迫した現在の危険を回避するため前５条の規定による措置をとる時間的余裕がないと認めるときは、当該危険を回避するために必要最小限の措置（以下「緊急安全措置」という。）を講ずることができる。
２　町長は、前項の規定による緊急安全措置を講じたときは、当該緊急安全措置に要した費用を当該空家等の所有者等から徴収することができる。

豊頃町空家等対策の推進に関する条例施行規則（昭和３１年豊頃町規則第○○号）（抜粋）
第１１条　（略）
２　緊急安全措置を行うために当該空家等に立ち入ろうとする者は、空家等に関する緊急安全措置執行責任者証（別記様式第１９号）を携帯し、関係者から請求があったときは、これを提示しなければならない。


別記様式第３２号（第１１条第３項関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　　　　　　　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
空家等に関する緊急安全措置費用請求書
　豊頃町空家等対策の推進に関する条例（平成３１年条例第５号。）第２０条第２項の規定に基づき、下記のとおり緊急安全措置に要した費用を請求します。

記
１　緊急安全措置を講じた空家等
２　緊急安全措置に要した費用　　　金　　　　　円
　
３　緊急安全措置に要した費用の内訳
　

４　納期限　　　　　年　　月

別記様式第３３号（第１２条関係）

豊　　第　　　　号　
　年　月　日　
　
　　（所管地方裁判所）　様

　
豊頃町長　　　　　　　　　　印　　
　
過料事件通知書
　下記の者については、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第１４条第３項（第９条第２項）に違反しており、法第１６条第１項（第２項）の規定に基づき、５０万円（２０万円）以下の過料に処すべきものと思料されるので、関係書類を添えて通知します。

記

１　過料に処されるべき者の氏名及び住所

　　氏　名

　　住　所
　
２　事件の概要
　　

３　添付資料
※１　何をどのようにするのか、具体的に記載


※２　特定空家等がどのような状態にあって、どのような悪影響をもたらしているか、具体的に記載





※１　何をどのようにするのか、具体的に記載


※２　特定空家等がどのような状態にあって、どのような悪影響をもたらしているか、具体的に記載





※１　何をどのようにするのか、具体的に記載


※２　特定空家等がどのような状態にあって、どのような悪影響をもたらしているか、具体的に記載





※１　何をどのようにするのか、具体的に記載


※２　特定空家等がどのような状態にあって、どのような悪影響をもたらしているか、具体的に記載





※１　何をどのようにするのか、具体的に記載


※２　特定空家等がどのような状態にあって、どのような悪影響をもたらしているか、具体的に記載





措置の内容（除却、修繕、立木の伐採等）に応じて記載





措置の内容（除却、修繕、立木の伐採等）に応じて記載





※１　何をどのようにするのか、具体的に記載


※２　空家等がどのような状態にあって、どのような悪影響をもたらしているか、具体的に記載








